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事 業 者 排 出 ギ 滅 計 画 書
〇

・変 動

(法人にあっては

注 1該 当する日には レ印を記入してくださ↓16特定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レr「の記入は不要です。
2「 基準年度Jと は言,画期rr3の前年度を、 「rl標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。
3「 事業所等排出区分3と は 京 都lf内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの■河に伴い発生する近=効 果ガスを、 「輸送車両fll出区分Jと

は、自動市遭送事業者については使fPの本拠の位置を京都fr内とする車両の排出する温宜効果ガスを 転 道事業者については保rlするIFr物車両又
は旅各車両の排出する温宅効米ガスを 「その他リト出区分」とは、上記以外のよ都府内における事業所等の事業活動に1卜い発生する温室効果カス
をいいます。

4「 竹記事項」には 平 成2年度 (1990年 度)を と半とした柳出量の対比やエネルギー原単位C02排 出畳 行 エネ塑品開発など他者の温宝効果
ガス排出削減への貢献 グ リーン4」H達の採用、特定フロンなどの条例指定外のHPE皇効果ガスの削減などを記入してください。

3対策条 例第18条第1項 (第18条第2項、第18条第3項)の 規定 こより提出します。

特定事業者の

主たる業種
17J流米

該当す る事業

者要件
好 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算

して1.500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事

業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

万

「

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 環境方針 ;・環境負荷低減に努めます。 ・環境マネジメントシステムの構築により、環境保全対応の強化を

図ります。 ・環境法規、条例等の法的要求事項を遵守します。

推 進 体 行」環境保全委員会を組織内に設置 ,社長を環境保全推進者とし、各事業所に環境保全担当者を出偏する

年度ことの呉
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程等 言1 画 内 容

1ミ照 明 不要熙明の消灯を徹底する。

1 空調 クールビズ ウ オームピズ実施による設定i8度の兄lbし

i C 冷蔵庫 冷蔵h防 終扉の,]放時間短縮遭■lのlr進

温室効米ガス
の排出i等 排出区分

基準年度 (実演,

(平成 17)年 度
(二酸化炭茉強算 (:))

日楳年度 (計画)

(平成 19)年 度
(二酸化炭素換算 〈t))

削 滅 挙

(計画 )

(%)

A事 業所等排出区分 3,350 t 31320 t 09 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 キ1       3,350t ■2      31320t -09 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化炭素換算 くt

森林の保全及び整備 (整備面積)  l        ha (吸収量) t

府内産の木材の利用 存J 河量) l    m j くヽJ減畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売電量)   l        kwb (制誠畳) t

〈熱供給量) Gト (肖J波畳) t

グリーン電力の購入 (嘘入量) (削減畳) t

削減畳等合計 t

差 引排 出量

くり'出合ht一削減等合=,)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (言1画)
ヤI                  R:昂 O t Ⅲ〕`〕    3320 t 09%

特 記 事 項 。当母莱″rは、当社でも特殊な業務を実殖しており、Pじ事業を行む盾節仕分けが王え
・従って店舗数増加等の理由によりC02の発生量が増加する事もあり得るので、原単
管理を実施しています。
平成18年度は、基準年度 (平成17年度)比 で、使用量 06%、 原単位で 53%ク

・又、新設時に高効率蒸気ポイラー、高効率蛍光灯器具、人感センサーによる照明|
●全イ上の中期日漂 (平成19～21年度)と して r廃菜物肖Ⅲ減と再資源化」、 「地球温賜
品 サ ービスの提供」、 「オフィスにおける環境保全の取り組み」を推進していまモ

栄ヽ務となつております。
位 (マテハン機器台数比)に よる

)肖Ⅲ減が達成できました。
J御を採用しております。
受化防止」、 「環境に配慮した商

連 絡 先 担  当   部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電  話   番   号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号


